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わが国の各蚤療保検鰯援は、 として単年度主義で運営されているため、

式の年金と同様、高齢{ちにより保験料が上昇し、世代需に受益と

出す。本稿では、組合健保、政管健謀、富保について、可能な限り

くシミュレーション・ し、幸子痘療保設における没代{コホーりごとの

不公平の大きさを計測した。また、世代間不公平の軽接のために、

立金を各保険単位で所有する「フェアな財政方式」への移行を提言し、 5主体的にその

改革の実現性を、総合健保を例にとり評価した。その結果、

年を 2100年という漣い将来に設定することにより、改革に必要な保険料引き

は、約 2%ポイント(ブエtアな保|倹料率からは 0.6%ポイント)に抑えられることが

示された。

L はじめに

高幹fとに伴う

に瀕していると

それぞれ平成長

により、わが患の藍療謀険制捜は財政被綻の危機

。代表的な歪療保険である器謀、教管畿銀、組合建保は、

5伴、 6年重から英才教寂支が赤字化している会また、平或 11年

度には、組合鰭部の一部が解散をしたり、老人保健拠出金の支払いを停止したりす

る事態に諮った。しかしながら、財政収支の赤字化は主義の問題ではない。なぜなら、

これまでも行ってきたように保険料を引き上げれば収支は均衡するからである。真
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の問題は保験料の引き上げにより、世代聞で受益と負挫の不公平が生じることにあ

る。本積の践的は、これまで年金の分野で蓄積された手法を黒いて、高齢化に停う

世代間不公平を計調.IJし、その解決のために原知単年度主義による財政方式から、高

齢fとに構えた積立金者持つ「フェアな財致方式jへの移行を論ずることにある。

本議の構成は以下の通りである。 2節ではこれまでの先特窃究を概観する。 3鱗で

は、本稿で用いるシミュレーション・モデルを解説する。 4節ではシミュレーショ

ンの結果として、探検料引き上げ舗の予測と世代糧不公平の計測結果を示す。 5節

では組合健棋を例にとり、フェアな財政方式への移行とその実現可能性を論ずる。 6

館は結語である。

2. 先行研究

年齢F量級別に 1人当たり医穣費の分布をみると、 65識以上の 1人さきたり霞療費は、

64議以下のおよそ5倍という講遣になっている。したがって高齢北が進む中では自

動的に医療費が増加し、単年度主義の会計原則のもとでは、それに見合った毎険料

の引き上げが行われる。このため、保験料のまだ抵い時期に探険料を支払った113t設

代と、保険料が高い時期に負担をする将来世代との間で、負担の格競が生ずるニと

になる。一関(1995)は、この点に最初に着目し、留探における 1965年、 1974年、

1993年の3時点のデータから、年齢階級別保験料と授を療費の分布を描意、世代縄本

公平の問題を指摘した。また、世代別に受益と負植を計調した研究としては、西村

(1997a，b)及び勝又・木村(1999)が挙げられる。西村(l997a，b)では、平成 4年の国

立社会保障人口問騨研究所・将来推計人口を用いて、人口要国によって上昇する蒋

来の保険料・医療費を教管縫部について推計している。そして、その将来予瀦{直と

過去の実績額とを組み合わせ、各世代における生誰収支〈生護保険料一生諜医擁費)

を計算した結果、政管健保は捕助金が投入されているため、全世代にわたって赤字

{受取態)であることを現らかにした。勝又・木村(1999)も、基本的に西村(1997a，b)

とi弓摸の手法を用いて、政管鍵保の 1925年、 1955年、 1985年生まれ世代について

の生灘保験料と生涯受給額を計算している。ただし、結論は酉村(l997a，b)とはやや

異なり、受敢越となっているのは 1925年生まれ世代のみであり、後の 2世代は支払

題であった。

一方、とれらに対して、本稿では政管鍵保のみならず、組合鍵保、国保について

も世代間の受給格惹を推計している。また、両論文とも保険料の予融については、
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政管健保のデータのみを用いた推計で、あったのに対し、本稿では、老人保健や退職

者医擁制度と各保険間の財政調整を考擁したシミュレーション・モデ、ノレを構築し、

より正確な予測を行っている。量密統計に年齢措級iJlJの詳締なデータが存在するこ

とiこ馨設し、保険料予調モデ‘ノレを矯築した最初の研究は、小椋・入訟(1990)、小諒

(I鈎5)である。本モデ、ノレは基本的立小隷・入弘、(1990)に依拠して携築されているの

また、本穣では量{{;需の不公平の軽議策として、接立金を持つフェアな財政方式へ

の移宥を饗案するが、このアイディア自体i立、既に、部村(1997a，b)、日本医揮会

(1992)、岡本(1991)により提示されたものである。本橋の意義i立、それらの着想レ

ベルのアイヂィアを発展させ、改革案の定量的な評価安試みたことにある。

3. 医煉保険財政シミュレーション・モデ、ル

本稿の慌棟保険財政モデ、ルの特徴は、保険料や保険給付費が、 6歳刻みの年齢階

級別に構成されており、世代(コホーりごとに負組と受益の分析を可能としてい

ることにある窃本モデノレは、①組合健保、金政管鶴謀、命館保〔市町村・組合〉、

香股保の現職者匪療詩型~t室、@老人保韓の 5 つのブロックから携成される。共装組合

と船員保験、 69条の 7の規定による保換者辻、年齢欝級車i続許が存在していないた

め者絡した。総合緯保、教管鍵保、罷保の各ブ、ロックで辻、期入者入口、保験給付

費、賛金校入、貫主政収支及び収支を埼禽させる探験料率惑と予調せする。また、遺麓者

韓三療制度、老人保棲の2つのブロックでは、それぞれの人口、保険給付費を予測し

た後、各保験が負祖する拠出金額を算出し、全ブロックiとつながっている。

3. 1 加入者人口予測

本モデ、ルで、l土、人口は外生変数であり、国立社会保障人口問閥研究所川本の将

来推計人口・平成9年予測Jの中位推計(参考表を含む)を使用して、各保験ごと

に、年齢時級別×被保険者麹被扶養者別×男女別の加入者数を推計する。まず、教

管健保および組合鱒保の被保験者数について丘、 1995年販の

態調査報告Jに年齢階級iJlJ.男女iJlJ加入者数データが存在する。それを 1995

人口で除したもの とし、その薙率が将来も変化しないと

計人員に乗じ、特来被保険者数を予類した。被扶養者数立ついては、男女別

措薮iJlJ被保険者数×年齢賠穀類j被扶養者数からなるクロステープ〉レが存在するので、

ある程変持来の人口講戒の変化に対応した予報が可能である。このクロステ
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から、例えばある年齢轄級にいる被保険者の扶養率を、扶養者の男女別×年齢階級

別に計算できる。この f扶饗率表j を被課険者の将来推計値に乗じて、被扶養者の

加入者数の推計値とした。躍保(一般) ・退職者陸療制度について辻、 f国民鍵麗

保険実態調査報告jから被保険者の 1995年時点の加入確率を求め、将来推計人口iこ

乗じて予期した。老人保健の加入者は各保険に所属する 70藤以上の加入者数である。

過去の値1;:ついては実績憶を用いているが、昭和40年以前には年齢階級別統計が存

裂しないため、総数が実績と合うように推計した。

3.2 探験給付費予震i

保険給付蓄をについても、年齢階級別×被保険者・被扶養者55IJX男女別に誰計する。

まず、組合韓保については、 f鍵護保隣組合監療給付実態調査報告JIこ、年齢階扱

B日×被保験者・被扶養者別×男女別の入諒・入院外診療点数が存在する。入院点数

と入蹟外点数をサンプノレ標本倍率で、調整した後に合計して f仮の総額j とし、医療

保険統計梗賢に掲載されている f保険給付費総額j で酷し、実際の給付費に割り

す「調整係数j を作るα 「叡の給付費j にその課整係数そ乗じ、それぞれの加入者

人口で換すことより、l.995年現在の l人当たりの給付費とした。将来推計額i士、 1995

年時点について求めた笹をもとに一定の医練費上昇率そ乗じて推計した。また、1997

911の館藤保険法の改正により組合健保の本人負担部合が増えたことを考撤する

ために、 2000年以持の予測値はその探険鎗付率低下の調整を行った。過去の値につ

いては、認和初年以前についてはこのような詳細な統計が得られなかったため、唱

和 55年の統計を冗;こして総績が実績と合うように推計した。

教管健課については、 f医療給付受給者状況報告j に年齢階級別×被保険者・被

扶養者55IJの1人当たり入院・入院外診療費が葬寵するが、男女別には分かれていな

い。このため、組合健保の入院・入院外診療点数を売に男女に援り分けた九入院・

入院外診瞭点数そ保険論付費に変換する方法は、組合健保と開嫌である。過去の僚

については、昭和40年以降については実際の統計を元に按計したが、それ以前の値

については実数が持られ牟かったため、昭和的年までの値を元にトレンド推計した。

。具体的には、次のような作業を行ったc 男女に分かれている組合健保の 1人当たり入続・入税外診
療費に、政管健保の男女別人数を掛けて総額を作り、さらに発女計の人数でもう一度徐すことにより、

男女を合算した f仮の l人当たり入夜、入段外診療費Jさと作るa これを政管健保の統計から得た 1人

当たり入院・外来診療費の分布と比較し、年齢階級・被保険者扶養者別の喜怒整係数を作るc さらに、

とれを最初に用いた組合健保の l人当たり入段・入院外診療費に乗じて、攻守安健保の年齢階級別の分

布特性愛反映した男女sIJ入段ー入校外診療費の推計僚とする。
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屋保〈市町村・組合)と理職者医療制度については、 f由民鍵康保険監蝶給付実

態瀦査報告Jに男女部×年齢階級到の入競・入院外診察点数(市町幹分、退職者寵

護制度分)が害復する。これ告用いて組合鍵保と罰様の方法で保護受給付費の推計鑑、

将来撞許穫を作成した。また、悶保組合分は市町村と同じとした。過去の震につい

ては、昭和 45年以前の灘数が得られなかったため、それ以降の統計を元にトレンド

した。また、老人保鶴加入者分の給付費丘、各保険にデータが脊在するが、留

保加入者のデータが最もf-t表性が高いことから、 「国関鍵棄保険医療給付実態鱗驚

報告jから得られた入院・入院外診察点数を使って、上と問様のやりで推計し

3.3 重金~支入・保験料額

組合韓保と政管健保の保験料額i土、標準報酬月額立探検料率を掛け合わせて計算

されるω 組合鎗保と政管健保iとついては、 f鍵康保i演被保険者実室長鱗査報告jから

被保険者の年齢階j麗別・男女53IJの標準報顛LFI額が入手可能である。この{僚を 12倍し

て年額にした後、被探検者数の予灘畿に乗じて、年震ごとの将来賃金収入とした。

将来推計離には一定の実震賞金上昇率を乗じている。過去給額については、

昭和 40年以前の英数が得られなかったため、その期間はトレンド推計している。ま

た、過去の保険料率の実績値は、底捜保管長統計便覧から樽られた。国様の保j喪料は、

諜準報酬月額に詑伊iして決まっていないため、年齢階級ごとの収入が統計に掲載さ

れていない。このため、関保については、探検料率ではなく 1人当たり探険料額を

推計している。過去の 1人当たり保険料額については、 f事業年報jの決葬におけ

る保険料総額を怒入者人口で除した績を用いている。

3.4 各拠出金

老人保健ブロックは、各医療保検部門の支出項鵠である老人探嬢拠出金を計算し

ている。各室標銘険からの拠出金は、保険者間の不公平を生じないために、あたか

もすべての毘療保障誌で老人比率が隅じであるかのように懇定して計算されている。

実際は非常に棲雑な算出式であるが、全国集計ベースでは次式により近似し得るお。

2) 共済総合と船員保険、 69条の 7係軽量の加入者は、分母の ri主義室空襲保険の加入君主計j から除かれる
一方、分子の f老人保健給付費総額の算出j からも除かれ、整合性をと保っている。もっとも、老人比

率の低い共済総合をモデルから捨象することにより、他の各保険の処出金が過大に推計される怒れが

ある。このため、モデルから計算される 1995年蒋点の各係険の拠出金額さと 1995年時点の実績震に一

殺させるように調整係数を作iJ， 2000年以降の援計値に掛け合わせて認繋している。
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僅療保険iの拠出金口0.7X老人保鑓給付費総額×むの加入者総数/金医療

保!換の加入者計)

老人保僻給付費総額i立、各保険ブロックにある 70歳以上の年齢階層の，人数に、国保

の統計を慕lこ計算した 70議以上の保険給付費を乗じて推計している。

一方、退職者医療税境への拠出金の算定は、それぞれの被用者保険の標準報機総

額に比例して決まっている。具体的には次式 3)で算出される。

銀験 iの拠出金出(退職者医療鞘衰の保検給付費総額一退鞍者からの保険料

総額) X iの標準報酬総額/(すべての毘擦保険制度の標

準報酬総額合計〉

ここで、退職者保喜美料総額i立、退職者の I人当たり保験料に退職者の人口予識を

かけて得られている。 退職者 1入さきたりの探険料は、国保ブロックで推計された 1

人当たり保険料を用いている。

3.5 封致収支

各室療保験制度の収入項自は、保験料収入、国庫からの補助金、積立金からの利

子収入(運用益)である。まず保験料収入は、賃金紋入額に保険料率を乗じて求め

られる。闇庫からの補助金は、教管健保については医療探検給付額の 13私及び老人

保鍵拠出金の 16.4弘、国保については、医震保険結付額および老人採鍵哲也出金の合

計額の 50%が計上される。その能にも様々な補場金があるが、棉対的に少額なので

省略した。組合健保について辻、国産捕助金額は無視し得る培ど少額全ので Oとし

利子叡入は、このそデ、ノレでは現荘割引錨値ベースに引き痕す離に勤業されるロ

一方、支出項自は、先に説明した保険給付費、老人保鍵拠出金、退職者室療制震へ

の拠出金である。以上で計算された叡入から支出 し引いて収支尻が得られる。

このモデルは5年対jみのモデルとなっているので、単年産収支iこ5を乗じて 5年

分の収支額とする。 1設支額を将来まで積み上げて行くと積立金の掛高となる。ま

このそヂんでは過去及び将来の各金額を 1995年の現在割引錨値で評価する。具体的

また、共済組合加入者が念人口におめる苦手j会i土、 1980年 11.3%、1985年 1仏2%、1990年9.7%、
1995年 9.3%と減少傾向にある。これをもしトレンドとみなして考慮するならば、各保険の拠出金額
の将来予瀦値は、;$:穣0)推計結果よりも者不高いものになるだろう。

3) 式やの「すべての医療保検制度0)標準報習翌月額合計j を計算するに当たって、共済総合分は総合健

保分を0.368倍した数値を汚いているm これは、 1995俸における共済級会と組合健保の f平均標準準装
磁月額×被保険者数j安対比させた数値である。ただし、ここで用いた総合健係の平均標準報酬月額

は、共済組合と対比するために、組合健保の年齢5.11)様準毅酬丹額平均値を f労働カ識変」の公務従事

者人口の携成割合で調整したものをF発いた。
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には、満去・ 3持来の名百鑑をすべて 1995年を 100とする物彊指数で割り瑛し、さら

iこ潔飯利子率を建って現政鱗さi錨檀に引き戻すという計算を行っている。

4. シミニLレーション結果

シミュレーションの諒擦となる経済環境誌、前回の年金異才教再計算と間じ齢撲で

あり、実賓科子率3.5%、インフレ率2.0%、3認紫賃金上昇率2.0誌である。また、

年齢構成の変化とインフレ率を取り除いた実質監察費上昇率は2.0ちもとした 4)

4. 1 探験料(率)裂きょげ輔の予篇

1""'-'3は、単年の収支を均街させる保験料率(悶保は1人当たり保険料額〉を、

それぞれ組合鍵保、政管健保、国保について予潤したものである。組合では、 1995

年現在の 7.8%の保険料率は、高齢化のげークである 2055年には日.0%ま

る。また、上昇に寄与している現践は、老人課韓・滋職者医療挺度への拠出金であ

る。政管健保についても には需様の饗であり、保険料率は現奈の 8.7%から

2055年にかけて隼壊に上昇し、 12.1%でピ…クとなる。国保は、 2055年までの上昇

率がiまぽ穫は近く、高齢化のインパクトをと最も受ける保識であることが示されてい

る。

4.2 世代間不公率的針測

次iこ、保険料率の号iき上げが世代関の受溢と負担に与える影轡について計測する。

ある世牧(コホート)の代表的個人が生護に受けとる体験給付総額を

額J、金援に支払う保語気料総額を「生護保験料総額J、生麓iこ得る賃金の総額を f生

雛所得総額jと定義する。これらは、すべて 1995年時点の現夜苦手j出価値ベースで評

鑑されている。 r生誕受給総額JI土、 O撒時から平均死亡年齢 5)までの受給額を合

計した。また、 「生護受給総額j には、被保険者の保験給付費だけではなく、被扶

養者の探検給付も含めなければならない。このため 口を推計する際に

4) 厚生省は国民箆襲撃事奇&人口増要題、高齢化要殴、医療費改定要因、自然、増の4つに分解しているが、

医療費改定重要鼠÷自然増から GDPデフレータのインブレ率を引L、た値i士、昭和 55年~平成7年の平均、

平成 l年-7嘉手の平均ともに 2.1%であった。笑質賃金上昇率と実質医療後上昇率を等しくすることに

より、ヌド稀のシミュレーションでは、語道齢化による影響がより鮮明となっている。

5) 平均死亡年齢i土、総裁まで勤め上げて会警察保険料告と収めた人が死亡する年齢を使用している。すな

わち、 60歳時の平均余命は発予20.2歳、女子25.3歳(1995年生命表〉なので、男子80.2議、女子85.3
識である。
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用いたクロステーブルの?扶養率表」を用いる。男女J:lIJ.年齢階級J:l1Jの各扶養確率

;こ、被扶養者の年齢J:lIJ保険給付費者?それぞれ乗じて、各年齢階級の被保験者の保験

給付費に全日算したc 過去の f扶養率表jについては、 1995年のクロステーブル表に、

瀧去の全体の扶養芸与を調整している。 r生涯受給総額j を「生謹所得総額」で除し

たものを f生鰭受給率J、 f生灘保険料総額j を「生涯所得総額j で除したものを

f生懸保験料率Jと定義する。

まず、組合鍵保(男子)について、生涯保険料率と生渡受話率の生年ごとの動き

を?表したものが、関4である。世代間の受益と負担の格競は明白である。関え1'1、

1940年生まれの人は主主躍に支払う保険料よりも約 3.0悦高い給付を受けるが、 2025

年生まれの人は自分の払う保険料よりも 2.2%程度低い絵付しか受けられない。問

者の芝をは実に 5.2ちもにものぼる。生議賃金所得を援に 2議円とすると約 1000万円の

、たまたま生まれ年が違うだけで生じるのである。グラフの 2つの線が交差す

る、つまり純受給率{生援受給率一生護保険料率)が Oの生年は 1965年生まれの世

代である。したがって、この世代以前の人々は芭療保険によって平均的に得をする

が、この世代以降の人々は損をすることになる。一方、組合健保の女子立ついて

識の計算をすると、女子は平均寿命が高いことから男子よりも生渡受給率が高く、 2

つの隷が交差するのは 1985年生まれの数代となっている。

次に、政管鰭保(男子)について、問機のグラフを示したものが、儲 5である。

太練で示した生漉保険耕率と、点線で示した生謹受給率が交差するのは 1995年生ま

れの世代であり、それ以時の世代が携をする穂度も鎧合鰭保よりも小さい。とれは、

問村(l997aがが指摘したように、政管健保に対して補助金が投入されているから

である。仮はこれちの構助金が存荘しない場合の生器保草食料率を計算すると(グラ

フ上の細実繰〉、組合健保の姿iこ近づき、 歌代は 1965年生まれとなる。

冨探じついては年齢階級加の所得ヂータが符住しないために、組合・教管鷺保の

ような生概受話率、生涯保険料率が計算できない。しかしながら、 1人当たり保険

料額は存在するので、大まかな試算として f生謹保険料額Jを定義することは可能

である。この生護保験料額と生議受給額の比を f負強比率Jと定義し、各生年J:l1Hこ

表したものが、関 6である。比較のために、先に計算した組合鰭探(男子)と、教

管護課{男子)についても問様の負組喜容を示している。これをみると、器保におい

ても確かに世代間ι若干の不公平は生ずるものの、すべての世代iことって負粗率辻

大様に 1を下回っており、国保は大幅に受取超であることがわかる。この理由iま勿

議、関保が政管縫集をもはるかに上問る補助金を得ているからである。
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5. フェアな財政方式への移行とその実現可能性

t世代需の不公平の問題を解決するには、単年度主義の合計原郎を止め、高齢化に

備えた積立金者持つ、 t社代関でフェアな財敬方式にすべきである。本稿で定義する

fフェアな財政方式」と辻、各歌代の平略的な保険加入者にとって、その生誕保i喪

料総額と生援受給総額の期待鑑とを等しくする財政方式である。これは、年金にお

いて八回 (1990)、八田・小口(1999)が定義した市場収益率方式(ActuariallyFair 

Methbd)の積立方式と法ぽ同様の概念である。しかしながら、年金における市場収

益率方式が錦人望書まきを想定しているのに対し、本稿の定義する「ブェアな財政方式j

はあくまで各寵療保険単位で積立金安持つ制度を考えているの。これは、産療楳験

が年金と異なる性紫を持つからである。す主わち、年金で、i土、給付と負担の間にあ

る程度明確な関係がある一方、監察保険で地病気にならなければ結付を受けられ

いため、保i倹的要素がより強い。したがって、保険という性糞上個人間の水平的所

得分配が不可避であり、額人ベースで公平を織論することは無意味であると恩われ

る。

また、以下で議論する fフェア主財政方式への移特」では、年金における積立方

式のように、確定拠出による財政灘営に厳密に揖東することも想定しない。これは、

罷療においては技鋳革新という不確定要素が年金よりもはるかにE重要であると考え

られるからである。年金と同様に積立金の運用成績による不確業性もあろう。これ

らの不確実性に対して庇藤保織が確定拠出で譲営されるならば、革新約な鹿療技術

の革新があっても、あるいは運用成績が悪ければ、給付を苦手i限されるニとになり、

こうした制震を十分な援療課臨といえるかどうかは意見の分かれるところである。

本繍勺の議論は、こうした不確実性の対絡に世代間の分艇が必要であることを否定

するものでiまないし、実際にこうした要素があった犠合には積立方式からの逸説も

やむを得ない。しかしながら、 f高齢化による給付増」という事態辻、平場的iこは

誰iこでも飽き、また、人口動態の高齢化はほぼ確実に予懇できるのだから、高齢化

による医護費増を f楳険」として対処することは関連いである。このほぼ確実な要

素に立すしでは、横立金を一種の「税Jによって寄生i反して錆えるべきである。本稿で

以下ι行っていることは、総の要素者一定にして人口動壊のみに焦点を当てた擦に、
少なくとも世代間にフェアな制度であるためには覆立金がいくら必要になるかとい

6) 以下、本稿の「フェアな財政方式Jと年金の市場i反主義率方式、積立方式との区別を明確に十るに当

たって、本誌レブェリ…の指摘が有益で、あったe
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う試算である。また、その積立金をスムーズに調壊する方法についても論じる。医

療における不確実性を捨象していることから、本議の識論は完全なものと誌雲えず、

一橋の近似形を提示しているに過ぎない。しかしながら、わが摺のように急球に高

齢化が潜む過程においては、より人口の側面が盤要であり、本稿の議論は十分意識

のあることと患われる。ところで、高齢化に備えて積立金を持つ底諌悌韓たというア

イディアは決して奇異なものではない。例え話、アメジカの老人向け韓康保険であ

るMedicareは、現実に多額の穣立掛商を持っている実併である。

以下では、組合健保を倒にとり、フェアな異才教方式とその移行間鰭を論じる。フ

ェアな保険料率は、生譲受結率の類袴{直と等しい保験料率である。調えば、関 4で

は 1940年生亥れの人たちの生謹受給率期待値は 10.6%であるから、この人々にと

ってフェアな保険料率は間じく 10.6鳴となる。開様に 1995年生まれの人にとって

フェアな保験料率辻 9.2稀である。フェアな財政方式tこするにはフェアな探験料率

を徴収し者ければならないので、現在の保険料率を一気に引き上げて、将来にわた

って一律に回定する。しかしながら、 1995年現紅で誌に勤続している世代にとって

は、過去に支払った保険料率はフェアな保験料率よりも低いものの、これは既lこ終

了済みのものであるので、いまさら過去はさかのぼって徴収することは難しい。求

た、各世代で保険料率が異なることも、現行の制度下では盤解が得iこくいものと思

われる。したがって、ここで考える改革鍵は、改革後に発生する支払いのみを対象

にし、また世代聞で興じ保験料率とするものである。その一律保険料率は、生護保

員会料率と生器受給率が交差する 1965年生まれ以降の世代の生濫受給率顛持鑑であ

る 9鍵 2~もをとった。題?における締実毅は、このようにフェアな財政方式へ移行し

?と場合の護立金の変化を示したものであるが、 2050年に積立金はマイナスとなって

しまうことがわかる。これは議去の世代がフェアな保険料率よりも低い金額しか叡

めていないことにより、積金不足が発生しているからである。

5.1B震療保i設純債務の計審

そこで、この不足分を算出する。不思分i土、仮に退去の設{えがブヱアな保険料率

を収めていた場合の 1995年現在の積立残瀦を計算し、現在の実諜の積立残高 7)を

差し号iくことにより得られるc 八回・小口(1993)は、車生年金についてのこの不足

7) 1995俸に組合健保i土、法定準綴念、 jjlJ途積立金、保養施設え主どの不動産、退職積立金等の穣立額を

合計すると被係験者 l人当たり約 26万2千円の績な金を持っていた。

i霊童話保険における従代間不公平と積立金を持つツェアな財政方式への移行 99 
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割安定義* し、年金絡債務 (TheNet Pension Debt)と名づけた。それに倣い、

援療保換についての純農務を f医嬢保険純債務」と時ぶことにする。

まず、老人世代iことっての 1人当たり欝務残高は、生護保険料額から t時点まで

に受給した甑療費総額を引いた額である。一方、勤続世代の 1人当たり債務残高は、

次のぷうに定義した。まず、生離に絞めるべき保験料総額に対して t時点までに支

払っている保険料総額の比率そ t時点までの「受結権比率j と定轄する。この受給

権比率にさ往還受給額を乗ずることにより、 t時点で受給を受ける権科のある生涯受

給額が確定する。この権利ある生護受給額から t時点までに既iこ受給した保険給付

費総額を麗しさ|いて漬務残高とする。それぞれの年齢錆級に計算された 1人当たり

債務残高にλ数そかけて「塁療保険農務残高j をど計算し、 t時点末の実際の積立残

を引いて「法療保験純債務残高Jとする。

1995年末について、組合健保の医療保険純機務残高会計算すると、 60兆7607

円であり、 l人当たりの保険料額は 195万円で、あっ この純費務残践を備えた績

立金は f完全基金j と呼iまれ、定義上、将来も積立金が不足することはない。

5.2 2震の負強問題をどのよう!こ解決するか

積立不足が発生しないように完全基金を持つためには、この純畿務 しなけ

れiまならず、現主世代から調達する純債務分の負担は f2!撃の負担j と時ばれる。

年金の穣立方式移行に反対している年金学者達は、 2重の負担の脊ををその桂拠と

している。議E療保険についても、高村(l997a，b)の積立方式の提案北対して、広井

100 B本経済研究 No.40，20告0.3
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(1997)等は2麓の負担を根拠として批判を展開している。確かに、純債務を改革

時点の現役世代から一気に調達する場合にはその世代の負担は著しいものとなろう。

しかしながら、 2重の負担を 1時点、で顕現化ずる必然性は全く存在しない。なぜな

らば、関 7にみたように、穣立残高はすぐにはマイナスと金らないからである。

2重の負担を将来世代まで幅広く調濯することにより、違い将来時点で完全基金を

達成すれば良い。この点は、年金の分野においては、八回・小口の一連の業績や八

代・小塩(1997)等、様々な論者により議論され、もはや常識になりつつある点で

あるが、霞療保険の分野においては何故かとれまで主張されてこなかった。関 7は

完全基金の推移を点線で描いており、 2100年前時点、という遣い将来時点で完全基金

に等しくなる保険料率を求めると、ぞれは 9.8%となった。図 7の太実繰がその場

合の積立金の推移を表してーいる。 1970年生まれ以緯の散{その生渡受給率が 9.2%で

あるから、わずか0.6%の超過負担〈現在の保険料率からは約2誌の引き上げ)を続

けることにより完全基金が意成される。完全基金が達成された後は、 9.2%の探険料

引き下げることが出来る。

一方、関 8は、この改革による世代間分配への効果を示しており、関4に対応す

る闘である。細実鎮で示された現行のままのケースに比べて、保険料率 9.8%のフ

ェアな財政方式への移行は、大幅に世代間の不公平を縮小することがわかる。

8) 将来推計人口の予測終期が 2100年{参考表を含む〉であるためにこの時点を選んでいる。

i援機保険における世代隠不公平と積立金を持つフェアな財政方式への移行 101 



実質賃金上昇率の変化応対する感応援分析

2見(ベンチマーク)

9.83弘

2.23% 

表1

3健繋賃金上昇率
一津諜険料率

負担・受給格差

1% 

13.5九

4.27弘

実震利子率の変化!こ対する惑応疲分析

2.5% 13.5%(ベンチマーク)

10.01発 9.83免

1.26% 2.23混

表2
実質利子準

一律保険料率

負担・受給格差

i

j

 

感応夏分析5.3 

本稿で用いた経萌環境の懇定i土、前回の財敦再計算時のものであり、現在の状況

めに、感えた時のパフォーマンスをみるうとは限らない。そこで、想定

るために必要な一律f2100年応度分析を行う。その詳髄には、

〈一律保険料率〉 と f2025年生まれ世代での生涯保検料率と生謹受結率保険料率j

実質賃金を上下に 1%ポイの2つを用いた。表 1(負担・受給格麓)の絡楚J

けで、ント動かした際の変化をみたものである。実質賃金が lちもポイント上昇する

一律保険料率は 3'1もポイントもの下躍が可能であり、負強・受給格差も半減する。

表 2I土、実覧手IJ子率を上下iこl弘ポイント動かした場合の変化である。利子率が高

まれば、積立金の瀧用料率が高まるため、一律保険料率は若干下落する。表 3I士、

1弘ポイントの変化に対し技術革新の影響をみるために、実質匝蝶費を変{とさ

、ことがわかる。て、一待保険料率は約 5%ポイントも変化し、感tt獲がかなり

とれ辻、業紫医療費増が、保険料

めに、効果が相殺されるからである。

-受給格競辻それほど変色しない。

と受給額の罪者を増加させる
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一語結6. 

本議は、まずシミュレーションモデルを用い、世代間不公平の課刻度を計漉した。

現在の制度に代わる新たな高齢者陸痩保検制度については、現在、I!f療保険福祉

審議会において検討、意見集約化がなされている。平成 11年8月には f新たな高齢

と題する答申がまとめられ、ヨ〉高齢者を対象とした者監療制度のあり方についてJ

探険を新創設する方式(独立方式〉、 φ被用者保険OB分を被用者保換が負担する

方式(突抜け方式上@年齢等のリスクを財政調整する方式(ラスク構造調整方式)、

しカミの4築の改革案が併記された。告すべての保険を統合する方式(一本化方式)

の問題を論じているに過これらの案はいずれも f同一世代内の不公平jしながら、

の間舗を全く考癒していない。世f世代間の不公平jより藍要な課題であるぎず、

代間の不公平の問題を解決するには、 4方式のいずれの案を揺るにせよ、年金にお

と同様iこ、保険料(率)を今すぐ…気に引き上げて、平均的な絵ける八田・小口

これにより一種の積立金が形付iこ等しくなるフェアな制度に移行するべきである。

成され、高齢化社会の負握増に髄えることができる。本稿では組合健保を例にとり、

必要な保験料引きょげ繭を定量化し、それが十分に実狩可能な水準にあることを示

した。

ιflLHHが
ま
滑
巾
心
さ
げ
山
中
1
9
花

ww咋
ι
j
wい
同
校
同
町
中

d
h
i
e
:山
刊
は

参考文献

一関光弥(1995)r医療保障による世代間移転J~季刊社会保障研究~ Vo131， No. 2 

重療保綾福祉審議会制度企画部会(1999)W新たな高齢者医療制度のあり方についてj平成

11年3月 13fl 

-八代尚宏繕円士会保険の改革くシ(1998) r試案・医療保険制度一元化j八

ジーズ e現代経済研究 16>j]ぉ本経済新聞社

関本悦吉行(1991)~医療費の秘密J 三

小椋正立・入松剥(1的。)rわが国の人口の老齢化と各公的医療保険の収支についてJ~ブィナ

ンシャル・レビュ-~第 17

ど小椋JE立(1995)r高齢化のコスト{日本における公的饗金確保の農謹)J野口怒続雄・デ

103 

ッド・ワイズ漏『高齢化の日米比較J日本経済新聞社

医療保険にがける世代間不公平と積立金を持つフょにアな財政方式への移行



務又幸子・木村陽子(1999) r医療保検制度と続得再分肥J 宇和j社会保障研究~ Vo134， No. 4 

西村周三(1997a)W医療と福祉の経済システムJIちくま新書

商村周三(I997b)r長期積立聖保倹制度の可能性についてJW医療経済研究JIVol. 4 

日本援鱒会(1992)W平成委年実・底療政策会議報告』

八回達夫 (1990)r年金改革蜘市場収益率方式への移行J現代経済研究グループ編『日本の政

治経済システム<シリ…ズ・現代経済研究I>JI

人間違夫(1998)r厚生年金の積立方式への移行j八回達夫・八代尚宏編『社会保検の改革<

シリーズ・現代緩済研究16>JI日本経済新聞社

八回達夫・小口登良(1993)rt=l本菌政府の年金純債務JW 日本経済研究~ No.25 

八回達夫・小口主主良 (1999)W年金改革論~磯立憲IJへ移行せよ--~ 13本経済新開校

広井良開(1997)W医療保険改革の構想、』宮本臨済新聞社

八代尚・小塩隆士他 (1997)r高齢誌の経済分析j経済企画庁統済研究所『経済分析J第

151 

〈統計資料)

健康保険組合連合会「健康保険組合医療給付実態欝変報告(各年版U

健康保畿組合連合会 f健康保険被保険者実態調査報告(各年版U

厚生省保険局「悶民健康保険慌療給付実態額資報告(各学絞)J 

厚生省保険局 f鵠民健康保険実態鶏査報告(各年腹)J

厚生省保検局 f国民健康保挨事業主ド報(各年譲)J

冨立社会保障人口鰐題研究所「日本の将来推計人口・平成9年予測J

社会保険庁「医療給付受給者状況報告(各年版)J

104 滋ヌド絞淡研究 N仏40.20ω.3


